様式第14号の２　
経営円滑化貸付（米国関税措置対策）売上高減少要件等確認書

令和　　年　　月　　日
（金融機関名）
   　　　　　　　　　　　　　様
所在地(住所)
企　 業　 名　　　　　　　　　　
代表者名　
 当社は下記のとおり、米国の関税措置の影響により売上高が減少し、経営の安定に支障が生じていますので、その確認をお願いします。
１　事業内容（できるだけ具体的に記入ください）
	⑴
	業　　種
	

	⑵
	事業内容
	

	⑶
	主要販売先・顧客　　　　　　　　　　
	


２　米国関税措置による影響
　　売上高の減少が米国の関税措置の影響によるものであることが分かるように、米国の関税措置が事業に与える影響を具体的に記入ください。
	


３　売上高の状況
	最近１か月間の売上高
	左記の期間に対応する前年の１か月間の売上高

	令和　　年　　月
	令和　　年　　月

	　　　　　　　　　　千円（Ａ）
	　　　　　　　　　　千円（Ｂ）


４　売上高の減少状況（内容を記入してください）

（B－A）／B　×１００＝　　　≧５％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
確　認　書
上記の内容が事実と相違ないことを確認します。
令和　　年　　月　　日
（確認者）
　　　　　　　　　　　　　　金融機関名　　　　　　　　　　（　　　　　　本・支店）
代表者職・氏名  　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）　　
